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大阪市公正職務審査委員会 

委員長 辻  公雄 

 

公益通報（第１８－０１－１７号）の対応について（勧告） 

 

 標題について、本委員会において調査及び審議を行った結果、「職員等の公正な職務

の執行の確保に関する条例」第９条の規定に基づき、次のとおり改善を勧告します。 

 直ちに必要な措置を取られるとともに、その内容を本委員会に報告してください。 

 

記 

 

１ 勧告 

  大阪市においては、「職員の給与に関する条例」に基づき、給料及び手当が支給さ

れている。 

  職員手当のうち住居手当については、さらに支給基準について、市規則及び内規を

定めており、適正な支給事務が行われている。 

  実際の事務手続きにおいては、支給開始時に、職員から書類の提示を受けるなどの

支給要件の確認を厳格に行っているものの、以後の支給要件の具備、手当額の適正性

の確認については、各所属における随時の確認にゆだねられている状態であることか

ら、全市的なチェックシステムが確立されておらず、未届け出や、届出の遅れを看過

する可能性がある。 

  住居手当を支給している職員に対しての手当支給開始後の要件の具備、手当額の適

正性の確認について、全市的なチェックシステムを確立し、より一層の適正な事務執

行に努められたい。 

 

２ その他 

  不正受給が長期間にわたるなど、悪質と認められる職員に対しては、厳正に臨まれ

たい。 

  また、他の任命権者における確認状況を把握し、チェックシステムがない場合は、

同等の確認事務を行われたい。 


